
別紙様式２号

１．推進事業

福島県

平成２５年度
現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

都道府県における目標関係

計画時 実施後 目標 達成率

事業費（要望額） 1,314,423,692円（うち交付金1,031,249,439円） 都道府県名

事業実施年度

　東日本大震災及びそれに伴う津波により、農業関係施設では199件、農地では5,991ha、その他多数の農業用機械等に被害が出た。
　また、東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の飛散により、農用地においては最大28,957bq/kg（Cs134+137)の土壌汚染が確認され、営農再開
が困難なだけでなく、柿は平成23年・24年の２年間にわたる加工自粛、福島県産米由来の米ぬか及び県産たい肥は流通が停滞している状況にある。
　さらに、畜産分野においては、多くの家畜が淘汰されたことにより生産基盤が脆弱化している。

　このため、被災前と同程度の営農活動ができるよう、被災した農業用機械等の導入や、農地の地力回復の取組を支援する。
　また、放射性物質に汚染されていない農産物を生産するため、被災前と同程度の安全・安心な農産物の出荷・販売に必要となる福島県版のＧＡＰの策定や、福島
県産米由来の米ぬかを区分管理するためのタンクの導入、県産たい肥の流通や利活用を再開・促進する取組等を支援する。
　さらに、畜産分野においては、生産基盤を回復させるための高能力乳用牛及び繁殖牛の導入等を支援する。

成果目標の具体的な実績

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

取組名 成果目標
事業実施後の状況 備考

農地生産性回
復に向けた取
組

土壌改良材を
導入し、農地
の地力を増進
することで作
付可能な面積
を震災前の規
模まで回復す
る。

津波による農地の地力低
下

震災で失われた農地の地
力を回復するため土壌改
良材を散布し、被災前と
同様の営農活動ができる
ようになった。

震災で失われた農地の
地力を回復するため土
壌改良材を散布し、被
災前と同様の営農活動
ができるようにする。

100%

125%

88%

達成（達成率100％以上）　３地区
　計　　３地区

達成（達成率100％以上）　２地区
　計　　２地区

達成（達成率100％以上）　１地区
未達（達成率80％未満）　１地区
計　　２地区

津波による農業用機械等
の流失

震災で失われた農業用機
械等を導入し、被災前と
同様の営農活動ができる
ようになった。

震災で失われた農業用
機械等を導入し、被災
前と同様の営農活動が
できるようにする。

生産資材の導
入等

生産資材を導
入し、作付面
積等を震災前
の規模まで回
復する。

津波による生産資材の流
失

震災で失われた生産資材
を導入し、被災前と同様
の営農活動ができるよう
になった。

震災で失われた生産資
材を導入し、被災前と
同様の営農活動ができ
るようにする。

リース方式に
よる農業機械
等の導入

農業機械等を
導入し、作付
面積等を震災
前の規模まで
回復する。



達成（達成率100％以上）　　８地区
　計　　８地区

被災被害（放射性物質
等）に対応した農業生産
工程管理（ＧＡＰ）のひ
な形を作成し、これに基
づく管理を徹底すること
により、一部地域で加
工・出荷を再開した。

被災被害（放射性物質
等）に対応した農業生
産工程管理（ＧＡＰ）
のひな形作成及び導入

農業生産工程
管理（ＧＡ
Ｐ）の導入

東京電力福島第一原子力
発電所事故に伴う放射性
物質の拡散により、事故
発生以前に比べ県外市場
での取引が減少し未だ回
復していない。

震災被害（放射性物質対
策等）に対応した農業生
産工程管理（ＧＡＰ）を
策定し、農産物の生産出
荷体系を確立した。

震災被害（放射性物質
対策等）に対応した農
業生産工程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定する。

100%

平成23・24年
のあんぽ柿加
工自粛区域に
おいて適正な
生産工程管理
手法を確立
し、加工再開
モデル地区で
加工を再開す
る。

東京電力福島第一原子力
発電所事故に伴う放射性
物質の拡散により平成23
年・24年の２年間にわた
り加工自粛となってい
る。

震災被害（放
射性物質対策
等）に対応し
た農業生産工
程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定
し、農産物の
生産出荷体系
を確立する。

福島県版ＧＡ
Ｐの普及啓発
資料およびＧ
ＡＰ推進マ
ニュアル（追
補版）を作成
する。

・放射性物質により生産
や販売が低下している。
・震災前の平成22年度に
は124産地あったＧＡＰ取
組産地が、震災後の平成
23年度は114産地に減少し
た。

福島県版ＧＡＰの普及啓
発資料およびＧＡＰ推進
マニュアル（追補版）を
作成し、震災後の平成23
年度には114産地に減少し
たＧＡＰ取組産地が、平
成25年度は157産地に回復
した。

・福島県版ＧＡＰ普及
啓発資料の作成
・ＧＡＰ推進マニュア
ル（追補版）の作成



事業実施地区数

　　　２　「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

78%
達成（達成率100％以上）　　　２地区
未達（達成率80％未満）　　　１地区
　計　　　３地区

２６地区

飼養頭数を震災前程度ま
でに増やし、畜産分野の
生産基盤の回復を図っ
た。

飼養頭数を回
復する。

家畜改良体制
再構築支援

地域内及び広
域での流通体
制づくりを支
援し、畜産農
家及び耕種農
家の営農環境
を正常化す
る。

（注）１　別紙様式１号に準じて作成すること。

成果目標の達成状況は、２６地区中、「達成」及び「概ね達成」が２４地区で全体の９２％に達したため、県全体で「概ね達成」と評価する。
なお、「未達」地区については、災害復旧工事の遅れにより営農再開基盤が整わなかった地区について、今後工事完了後の営農再開状況を確認し、
必要に応じて関係機関が連携し支援するとともに、東京電力福島第一原子力発電所事故前と比べ、たい肥の生産に時間を要し、たい肥を流通するこ
とができた農家数が目標に達しなかった地区については、次年度のマッチングが予定されていることから、確実に目標を達成できるよう助言・指導
等を行う。

総合所見

飼養頭数を震災前程度
までに増やし、畜産分
野の生産基盤の回復を
図る。 92%

達成（達成率100％以上）　　　１地区
概ね達成（達成率80％以上）　７地区
　　計　　８地区

東京電力福島第一原子力
発電所事故により、多く
の乳用雌牛及び繁殖雌牛
が淘汰され、畜産分野の
生産基盤が弱体化してい
る。

東京電力福島第一原子力
発電所事故の影響によ
り、たい肥の利用が滞る
など、耕畜連携体制が崩
れている。

畜産農家及び耕種農家の
営農環境正常化のため、
福島県産たい肥の利活用
推進チラシの作成・配布
及び流通支援により県産
たい肥の流通や利活用を
再開・促進した。

畜産農家及び耕種農家
の営農環境正常化のた
め、利用可能なたい肥
について、その安全性
や有効性について広く
周知し、県産たい肥の
流通や利活用を再開・
促進する。

米の生産段階
における吸収
抑制対策の徹
底と適切な検
査を推進した
上で、副産物
の加工段階に
おいて米ぬか
及び脱脂ぬか
を生産ロット
別に検査し、
濃度別に区分
管理すること
で安全な製品
を流通させる
技術体系を確
立する。

放射性物質の影響により
福島県産米由来の米ぬか
の流通が停滞している。

米の生産段階における吸
収抑制対策の徹底と適切
な検査を推進した上で、
副産物の加工段階におい
ては、区分保管を目的と
した米ぬかタンクを整備
し、生産ロット毎に米ぬ
か及び脱脂ぬかを検査す
ることにより、福島県産
米ぬかの安全性の確保を
図るとともに、米の作付
面積の拡大に対応した。

米の生産段階における
吸収抑制対策の徹底と
適切な検査を推進した
上で、副産物の加工段
階においては、区分保
管を目的とした米ぬか
タンクを整備し、生産
ロット毎に米ぬか及び
脱脂ぬかを検査するこ
とにより、福島県産米
ぬかの安全性の確保を
図るとともに、米の作
付面積の拡大に対応す
る。

農業系副産物
循環利用体制
再生・確立



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他

1

リース方
式による
農業機械
等の導入

岩子数
馬組共
同利用
組合
（相馬
市）

利用面積
10ha

利用面積
15ha

トラクター（34PS）
（水稲）      1台
コンバイン（3条
刈）　（水稲）
1台
薬剤散布機付田植機
（6条植）
（水稲）　　　1台
乾燥機（水稲）1台
籾摺機（水稲）1台
選別機（水稲）1台

利用面積
20ha

トラクター（34PS）
（水稲）      1台
コンバイン（3条
刈）　（水稲）
1台
薬剤散布機付田植機
（6条植）
（水稲）　　　1台
乾燥機（水稲）1台
籾摺機（水稲）1台
選別機（水稲）1台

16,221,450 7,338,000 4,769,000 0 4,114,450 75%

平成26年度は岩子地区
を中心として15ha（集
積面積5ha+受託面積
10ha）で営農を再開し
たが、災害復旧工事の
遅れにより、当初計画
のうち残りの5haにつ
いて営農再開すること
ができず、目標値を下
回ってしまった。
今後は、残りの営農再
開していない分(5ha)
と当該地区において、
機械・施設等も被災
し、リタイヤせざるを
得ない農業者が多いの
で、その部分の農地も
合わせて集積していく
ことによって、目標を
達成する。

面積目標を達成するこ
とができなかったが、
これは、災害復旧工事
の遅れにより営農再開
することができなかっ
たことに起因するもの
であり、止むを得な
い。
今後は、基盤整備の進
捗に合わせ、市と一体
となって農地集積を進
め、効率的に営農再開
していけるよう支援し
ていきたい。

2

リース方
式による
農業機械
等の導入

大戸浜
水稲生
産組合
（新地
町）

作付面積
9ha

作付面積
9ha コンバイン（４条

刈）　（水稲）
1台

作付面積
9ha コンバイン（４条

刈）　（水稲）
1台

5,544,000 2,772,000 1,801,000 0 971,000 100%

当事業を活用し、津波
で流失したコンバイン
を再建した。営農再開
面積について、目標達
成する事ができた。
今後は営農が困難な農
業者の農地も合わせて
集積していき、更なる
面積の増加を図りた
い。

災害復旧完了後、本事
業によりコンバインを
導入し、計画どおり水
稲作付を再開できた。
今後は、町と共に集積
面積の拡大に向け、効
率的な営農について指
導していきたい。

3
生産資材
の導入等

岩子数
馬組共
同利用
組合
（相馬
市）

作付面積
10ha

作付面積
15ha

ビニールハウス
（水稲）3k*7k 1棟
ビニールハウス
（水稲）3k*8k 1棟
ビニールハウス
（水稲）3k*10k 1棟
ビニールハウス
（水稲）3k*20k 1棟

背負刈払機（水稲）
5台
苗箱（水稲）
900枚
播種機（水稲）
1台

作付面積
10ha

ビニールハウス
（水稲）3k*5k 1棟
ビニールハウス
（水稲）3k*10k 2棟
ビニールハウス
（水稲）3k*20k 1棟

背負刈払機（水稲）
5台
苗箱（水稲）
900枚
播種機（水稲）
1台

3,634,050 1,730,000 1,124,000 0 780,050 150%

平成26年度は岩子地区
を中心として15ha（集
積面積5ha+受託面積
10ha）営農再開し、目
標を上回る成果が得ら
れた。
今後は、当該地区にお
いて、機械・施設等も
被災し、リタイヤせざ
るを得ない農業者が多
いので、その部分の農
地も合わせて集積して
いき規模拡大してい
く。

水稲育苗等に必要な資
材を導入したことによ
り、目標をさらに上回
ることが出来た。
今後は、技術面を支援
し、生産性の高い農業
が出来るよう支援して
いく。

実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

4
生産資材
の導入等

大戸浜
水稲生
産組合
（新地
町）

作付面積
9ha

作付面積
9ha

ビニールハウス
（水稲）3k*50m 1棟

播種機（水稲）
1台

催芽機（水稲）
1台

刈払機（水稲）
1台

作付面積
9ha

ビニールハウス
（水稲）3k*50m 1棟

播種機（水稲）
1台

催芽機（水稲）
1台

刈払機（水稲）
1台

1,050,000 525,000 341,000 0 184,000 100%

当事業により津波で流
失した育苗ハウスを再
建した。再建した育苗
ハウスを活用して復旧
した農地への作付がで
きた。
今後は営農が困難な農
業者の農地も合わせて
集積していき、更なる
面積の増加を図りた
い。

水稲育苗に必要な資材
等を導入したことによ
り、目標を達成出来
た。
今後は、技術面から、
生産性の高い農業が持
続出来るように支援し
ていく。

5

農地生産
性回復に
向けた取
組

相馬市

地力回復面積
0ha

地力回復面積
104ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）
転炉石灰
A＝104ha
散布作業　　1式
500㎏/10a
1,000㎏/10a
2,000㎏/10a

耕起作業　　1式
運搬作業　　1式

地力回復面積
104ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）
転炉石灰
A＝104ha
散布作業　　1式
500㎏/10a
1,000㎏/10a
2,000㎏/10a

耕起作業　　1式
運搬作業　　1式

44,236,500 44,236,000 0 500 0 100%

平成25年度内に災害復
旧工事が完了した
104haについて、津波
により酸性硫酸塩土壌
となり土壌の生産性が
低下していたが、土壌
改良材（転炉石灰）を
散布したことで計画値
104haの土壌の生産性
を回復させることがで
きた。

土地改良材を散布した
ことにより、営農に適
した土壌の生産性を目
標どおり回復すること
が出来た。
今後は、生産性の高い
農業が出来るよう技術
面を支援していく。

6

農地生産
性回復に
向けた取
組

岩子
ファー
ム（相
馬市）

地力回復面積
0ha

地力回復面積
40ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）

転炉石灰（資材計上
なし）
A＝40ha

散布作業　　1式
500㎏/10a

耕起作業　　1式
運搬作業　　1式

地力回復面積
40ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）

転炉石灰（資材計上
なし）
A＝40ha

散布作業　　1式
500㎏/10a

耕起作業　　1式
運搬作業　　1式

4,045,000 3,852,000 0 0 193,000 100%

災害復旧工事が完了し
た岩子地区の40haにつ
いて、津波により酸性
硫酸塩土壌となり土壌
の生産性が低下し、水
稲作付再開に支障が出
ていたが、土壌改良材
（転炉石灰）を散布し
たことで目標値40haの
土壌の生産性を回復さ
せることができた。

土地改良材を散布した
ことにより、営農に適
した土壌の生産性を目
標どおり回復すること
が出来た。
今後は、生産性の高い
農業を目指し、技術面
を支援していく。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

7

農地生産
性回復に
向けた取
組

そうま
農業協
同組合
（新地
町）

地力回復面積
0ha

地力回復面積
7ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）

ゼオライト
A＝7ha

散布作業　　1式
1,000㎏/10a

耕起作業　　1式

運搬作業　　1式

地力回復面積
7ha

被災農地の土づくり
対策
土壌改良（水稲）

ゼオライト
A＝7ha

散布作業　　1式
1,000㎏/10a

耕起作業　　1式

運搬作業　　1式

5,661,250 5,391,000 0 0 270,250 100%

本事業により土壌改良
剤を散布し、土壌分析
調査の結果、目標とし
たＣＥＣが10me/100g
以上となり、土壌の生
産性を回復し、２６年
産米を作付けしまし
た。生育も順調に推移
し、収穫も被災前に劣
る事なくされました。

災害復旧完了後、土壌
改良材を施用して被災
前の生産性に回復し、
目標を達成出来た。
今後は、生産性の高い
農業ができるよう、技
術面などで支援をして
いく。

8

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

福島県

平成24年度
・福島県版ＧＡＰ普及
啓発資料の作成
　 ･･･０種類

・ＧＡＰ推進マニュア
ル（追補版）の作成
　･･･０種類

平成26年度
・福島県版ＧＡＰ普及
啓発資料の作成 ･･･１
種類

・ＧＡＰ推進マニュア
ル（追補版）の作成
　　　 ･･･１種類

・福島県版ＧＡＰの普及啓
発資料の作成（生産者向け
リーフレット36,000部）
・ＧＡＰ推進マニュアル
（追補版）の作成（指導者
向けマニュアル700部）
・啓発資料およびマニュア
ル作成会議の開催   ４回
・土壌分析機器の導入７台
（付帯施設含む）
・簡易分析機器の導入18台

平成26年度
・福島県版ＧＡＰ普及
啓発資料の作成 ･･･１
種類

・ＧＡＰ推進マニュア
ル（追補版）の作成
　　･･･１種類

・福島県版ＧＡＰの普及啓
発資料の作成（生産者向け
リーフレット30,000部）
・ＧＡＰ推進マニュアル
（追補版）の作成（指導者
向けマニュアル800部）
・啓発資料およびマニュア
ル作成会議の開催   ４回
・土壌分析機器の導入７台
（付帯施設含む）
・簡易分析機器の導入18台 45,712,170 45,712,170 0 0 0 100%

震災被害（放射性物
質等）に対応した福島
県版GAPのリーフレッ
トを作成配布し、PRす
ることができた。
また、マニュアルの

充実により、GAPに取
り組む品目数の増加に
寄与することができ
た。
今後もGAPの取組を推

進し、県産農産物の信
頼回復に努める。

震災被害（放射性物
質等）に対応した福島
県版GAPの普及を産地
に対し推進することが
できた。

また、分析機器の導
入により安全な農作物
の生産につながった。

今後は、GAPの取組
を推進し、県産農産物
の信頼回復に努める。

9

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

たむら
農業協
同組合
（田村
市、三
春町、
小野
町）

（平成22年度）
－

震災被害（放射
性物質対策等）
に対応した農業
生産工程管理
（ＧＡＰ）の策
定（平成25年12
月23日）

①推進担当者研修
会参加
　1回、2名
②先進的取組産地
等視察研修会開催
　1回、10名
③現地研修会開催
　1回、35名
④ＧＡＰ推進資料
作成
　1,300部

　（平成26年
度）
放射性物質吸
収抑制対策に
対応した農業
生産工程管理
（ＧＡＰ）の
策定

①推進担当者研
修会参加
②先進的取組産
地等視察研修会
開催
③現地研修会開
催
④ＧＡＰ推進資
料作成

671,300 638,000 0 0 33,300 100%

震災被害（放射性物
質等）に対応した農業
生産工程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定し、目標は
達成できた。
事業実施によりＧＡ

Ｐに対しての理解や認
識の醸成は、生産者間
で概ね５割程度であっ
たため、今後も引き続
きＧＡＰに関する理解
等を深め、安全で安心
な農産物生産に努め
る。

目標を達成してお
り、良好であると考え
る。
本事業により県外市

場での取扱いが回復す
る等、事業効果があっ
たといえる。
今後もGAPに対する理

解や認識を深めるよう
指導する。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

10

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

会津い
いで農
業協同
組合
（喜多
方市、
西会津
町、北
塩原
村）

（平成22年度）
－

震災被害（放射
性物質対策等）
に対応した農業
生産工程管理
（ＧＡＰ）の策
定（平成26年6
月3日）

①ＧＡＰ研修会開
催
　1回、50名
②ＧＡＰ指導者育
成研修会開催
　2回、29名
③農業生産工程管
理（ＧＡＰ）の策
定

震災被害（放
射性物質対策
等）に対応し
た農業生産工
程管理（ＧＡ
Ｐ）の策定

①ＧＡＰ研修会
開催
②ＧＡＰ指導者
育成研修会開催
③農業生産工程
管理（ＧＡＰ）
の策定 1,369,955 1,283,000 86,955 100%

　震災被害（放射性物
質等）に対応した農業
生産工程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定し、目標は
達成できた。
　今後もＧＡＰの取組
を推進し、安全・安心
な農産物の生産に努
め、風評被害の払拭
と、農家所得の向上を
図っていく。

目標を達成してお
り、良好であると考え
る。
ＧＡＰに関する研修

会の実施、野菜、米
チェックシートの策定
しており、目標を達成
しているので、評価で
きる。
今後は、策定したＧ

ＡＰの実践を支援す
る。

11

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

農事組
合法人
会津き
のこ工
房（西
会津
町）

（平成22年度）
－

震災被害（放射
性物質等）に対
応した農業生産
工程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定（平
成２６年３月２
０日）

①ＧＡＰ推進協議会
の開催
　10回、延90名
②ＧＡＰ研修会の開
催、ＪＧＡＰ指導員
講習会参加
（ＧＡＰ研修会開催
1回9名、ＪＧＡＰ指
導員講習会6名参
加）
③産地点検による作
業環境改善実証
（食品安全対策とし
て飛散防止蛍光灯、
種菌の保管庫の導
入、放射性物質対策
として台車の塗装
等）
④システム導入によ
る農業生産工程管理
（管理記録の記帳用
機器一式の導入）
⑤農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定
（工程管理用マニュ
アル作成）

震災被害（放
射性物質等）
に対応した農
業生産工程管
理（ＧＡＰ）
の策定

①ＧＡＰ推進協議会
の開催　　　　　②
ＧＡＰ研修会の開
催、ＪＧＡＰ指導員
講習会参加
③産地点検による作
業環境改善実証
④システム導入によ
る農業生産工程管理
⑤農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定

3,521,257 3,333,000 0 0 188,257 100%

 震災被害（放射性物
質等）に対応した農業
生産工程管理（ＧＡ
Ｐ）を策定し、目標は
達成できた。
　「食の安全・安心」
と「地域産業の発展」
を実現するため、今後
もＧＡＰの取組を推進
し、創意と行動をもっ
て消費者の皆様に安全
なきのこを届ける。

 目標を達成してお
り、良好であると考え
る。
 また、ＧＡＰに関す
る研修会等の実施等、
計画どおり実施されて
おり、評価できる。
 今後は、ＧＡＰの実
践支援により、安全・
安心なきのこの生産を
支援する。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

12

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

福島県
あんぽ
柿産地
振興協
会

－

被災被害（放射
性物質等）に対
応した農業生産
工程管理（ＧＡ
Ｐ）のひな形を
作成した。ま
た、これに基づ
く管理を徹底す
ることにより、
一部地域で加
工・出荷を再開
した。

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）のひな形
作成
②あんぽ柿の非破壊
検査機器の導入及び
運用支援
③あんぽ柿の放射性
物質検査
④現地加工試験の実
施
⑤研修会の開催・産
地指導
⑥市場求評会の開催
⑦あんぽ柿復興協議
会との連携及び各地
区推進協議会との連
絡・調整
⑧運営会議等の開催

被災被害（放
射性物質等）
に対応した農
業生産工程管
理（ＧＡＰ）
のひな形作成

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）のひな形
作成
②あんぽ柿の非破壊
検査機器の導入及び
運用支援
③あんぽ柿の放射性
物質検査
④現地加工試験の実
施
⑤研修会の開催・産
地指導
⑥市場求評会の開催
⑦あんぽ柿復興協議
会との連携及び各地
区推進協議会との連
絡・調整
⑧運営会議等の開催

796,992,341 796,992,000 0 0 341 100%

被災被害（放射物質等）
に対応した農業生産工程
管理（ＧＡＰ）のひな形
を作成し、これを実践す
ることで、加工自粛して
いる全71地区のうち23地
区を加工再開モデル地区
に設定し、加工・出荷を
再開することができた。
また、農業生産工程管理
は、伊達地方３市町の農
業者が点検したチェック
シートにより導入を確認
した。

加工を再開できる地区
ができ、事業の効果が
得られていると考え
る。今後もＧＡＰの取
組みについて理解が深
まるよう指導してい
く。

13

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

伊達市
地域農
業再生
協議会
（伊達
市）

－

被災被害（放射性
物質等）に対応し
た農業生産工程管
理（ＧＡＰ）を策
定した。また、こ
れに基づく管理を
徹底することによ
り、一部地域で加
工・出荷を再開し
た。

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等

被災被害（放
射性物質等）
に対応した農
業生産工程管
理（ＧＡＰ）
の策定

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等

1,426,000 1,426,000 0 0 0 100%

被災被害（放射物質等）
に対応した農業生産工程
管理（ＧＡＰ）を導入
し、これを実践すること
で、加工自粛している全
43地区のうち13地区を加
工再開モデル地区に設定
し、加工・出荷を再開す
ることができた。また、
農業生産工程管理は、農
業者が点検したチェック
シートにより導入を確認
した。

加工を再開できる地区
ができ、事業の効果が
得られていると考え
る。今後もＧＡＰの取
組みについて理解が深
まるよう指導してい
く。

14

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

国見町
地域農
業再生
協議会
（国見
町）

－

被災被害（放射性
物質等）に対応し
た農業生産工程管
理（ＧＡＰ）を策
定した。また、こ
れに基づく管理を
徹底することによ
り、一部地域で加
工・出荷を再開し
た。

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等

被災被害（放
射性物質等）
に対応した農
業生産工程管
理（ＧＡＰ）
の策定

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等 527,488 527,000 0 0 488 100%

被災被害（放射物質等）
に対応した農業生産工程
管理（ＧＡＰ）を導入
し、これを実践すること
で、加工自粛している全
16地区のうち8地区を加
工再開モデル地区に設定
し、加工・出荷を再開す
ることができた。また、
農業生産工程管理は、農
業者が点検したチェック
シートにより導入を確認
した。

加工を再開できる地区
ができ、事業の効果が
得られていると考え
る。今後もＧＡＰの取
組みについて理解が深
まるよう指導してい
く。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

15

農業生産
工程管理
（ＧＡ
Ｐ）の導
入

桑折町
地域農
業再生
協議会
（桑折
町）

－

被災被害（放射性
物質等）に対応し
た農業生産工程管
理（ＧＡＰ）を策
定した。また、こ
れに基づく管理を
徹底することによ
り、一部地域で加
工・出荷を再開し
た。

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等

被災被害（放
射性物質等）
に対応した農
業生産工程管
理（ＧＡＰ）
の策定

①農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の策定及
びチェックシートの
作成等
②果実の放射性物質
検査
③協議会の開催
④研修会の開催
⑤技術指導・調査分
析等

669,007 669,000 0 0 7 100%

被災被害（放射物質等）に対応し
た農業生産工程管理（ＧＡＰ）を
導入し、これを実践することで、
加工自粛している全11地区のうち
1地区を加工再開モデル地区に設
定し、加工・出荷を再開すること
ができた。また、農業生産工程管
理は、農業者が点検したチェック
シートにより導入を確認した。

加工を再開できる地区
ができ、事業の効果が
得られていると考え
る。今後もＧＡＰの取
組みについて理解が深
まるよう指導してい
く。

16

農業系副
産物循環
利用体制
再生・確
立

米ぬか
等流通
利用体
制確立
推進協
議会

  （平成24年）
①年間の米ぬか流
通量（３社合計）

 米ぬか全体
 45,420ｔ

 福島県産米ぬか
 9,353ｔ

②基準値を超える
脱脂ぬかが若干み
られる

13,615ｔ 米ぬかタンクのリー
ス導入（会津若松市
6tタンク1基、本庄
市（埼玉）25tタン
ク3基、天童市（山
形）15tタンク4基を
設置）の結果、玄米
は100㏃/kg以下、米
ぬか・脱脂ぬかは混
合保管検査が可能と
なり40㏃以下となっ
た。

  （平成26年）
①年間の米ぬか流
通量（３社合計）

 米ぬか全体
 49,320ｔ

 福島県産米ぬか
 12,953ｔ

②基準値を超える
脱脂ぬかの発生を
０にする

福島県産米から発
生する米ぬかを区
分、保管検査を行
う原料タンクを増
設する。また、製
品タンクを増設
し、生産ロット毎
に区分、保管検査
を行う

209,895,000 99,950,000 64,967,000 0 44,978,000 105%

業務用は価格の影響と政
策的援助で急速に消費さ
れたが、被災前の実績に
は戻らず。被災前の実績
に戻すには業務用以外、
一般家庭米が徐々に風評
害の薄れと共に増加する
ことが望まれる。

目標達成状況は100％
を超えており、事業の
効果は十分認められ
る。今後とも施設の有
効活用と米ぬかの安全
な流通を維持できるよ
う支援していく。

17

農業系副
産物循環
利用体制
再生・確
立

福島県 －

（平成26年
度）
広域マッチン
グ
件数  5件

1. 関係機関による
連絡会議を開催し
た。
２．たい肥の安全性
及び有効性について
の調査・分析やデー
タ収集等を行った。
３．堆肥利活用推進
チラシについて、２
回作成・配布した。

（平成26年
度）
広域マッチン
グ
件数  5件

１．協議会等の開
催
２．たい肥の安全
性及び有効性に付
いての調査・分析
等
３．福島県産たい
肥の利活用推進チ
ラシ、啓発資料等
の作成・配布

653,290 653,290 0 0 0 100%

利用可能なたい肥につい
て、その安全性や有効性
を広く周知し、成果目標
である県産たい肥の広域
マッチング件数である５
件を達成した。しかし、
本県畜産農家において
は、未だたい肥の流通が
停滞する事例が見受けら
れるため、今後も引き続
き、たい肥の利活用を推
進する必要がある。

成果目標は達成したもの
の、本県内畜産農家にお
いては、未だたい肥の流
通が停滞している事例が
見受けられるため、本県
の環境と共生する農業の
推進と合わせ、引き続
き、たい肥の利活用推進
を図る。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

18

農業系副
産物循環
利用体制
再生・確
立

川内村 －

(平成26年度)
マッチング
件数3件

ア　協議会を開催
した。
イ　たい肥の安全
性及び有効性につ
いての調査・分析
等を行った。
ウ　利用推進啓発
資料を作成・配布
した。

マッチング
件数10件

ア　協議会の開催
イ　たい肥の安全
性及び有効性につ
いての調査・分析
等
ウ　利用推進啓発
資料の作成・配布

427,000 427,000 0 0 0 30%

利用可能なたい肥につい
て、安全性や有効性をPR
するなどの活動を行った
が、放射性物質検査によ
りたい肥の利用の可否を
確認しながら生産したた
め、事故前と比べて、た
い肥の生産に時間を要し
たこと、及び、マッチン
グ予定であった耕種農家
が避難指示区域内にな
り、営農再開が遅れたこ
とにより、マッチング件
数は３件にとどまり、目
標としていたマッチング
件数（１０件）には至ら
なかった。
耕種農家が営農再開して
きていることから、次年
度については、２０戸ほ
どの農家へのマッチング
の予定があり、堆肥の流
通・利活用が図れる見込
み。

川内村では、たい肥の流
通や利活用を図るための
活動を行っていたが、事
故前と比べ、たい肥の生
産に時間を要したこと、
マッチング予定であった
耕種農家の営農再開が遅
れたことにより、目標は
達成できなかったが、次
年度のマッチングが予定
されていることから、目
標を達成できるよう県と
して助言・指導等を行う
予定。

19
家畜改良
体制再構
築支援

福島県
酪農業
協同組
合

(平成23年1月
末)
経産牛飼養頭数
7,007頭
（震災後、平成
23年5月の経産
牛飼養頭数
5,900頭に減
少）

経産牛頭数
5,474頭

高能力乳用雌牛
100頭導入し組
合員に貸付け。
搾乳時間記録ﾀｲ
ﾏｰを21台設置。

経産牛頭数
6,306頭

高能力の乳用雌
牛を100頭導入
し、組合員に貸
し付ける。
搾乳時間記録ﾀｲ
ﾏｰを21台設置す
る 58,743,819 4,546,500 479,000 0 53,718,319 87%

本事業で高能力の乳用雌
牛を導入し飼養頭数回復
を図ったが、高齢化や
TPP問題・飼料高騰等に
対する将来への不安によ
り廃業する畜産農家が多
く、目標頭数に届かな
かった。今後も、本事業
及び県の事業などを活用
し経産牛の増頭を目指し
ていく。

高齢化や飼料費高騰等の
影響で飼育頭数が伸び悩
んでいるが、避難してい
た酪農家の協業経営によ
る営農再開（復興牧場）
等、飼育頭数増の要素が
あることから、引き続き
目標を達成するため、本
事業及び県の導入事業等
を推進し支援を行ってい
く。

20
家畜改良
体制再構
築支援

全国農
業協同
組合連
合会福
島県本
部

平成22年12月時

飼養頭数
経産牛 3,687頭
（震災後平成23
年6月時飼養頭
数：経産牛
3,376頭）

経産牛頭数
3,429頭

乳用雌牛
93頭の導入・貸
付実績

搾乳用雌牛
平成26年度
目標
飼養頭数
（経産牛）
3,410頭

高能力の搾乳用
雌牛110頭を導入
し、組合員に貸
し付ける。

56,058,510 3,542,835 0 0 52,515,675 101%

高齢化等による廃業農家
が増える中で、本事業を
活用し、県内外からの導
入・貸付を進めた結果、
目標値に対して実績を達
成できたことから、生乳
生産の基盤回復及び地域
の改良基盤回復に一定の
効果が得られた。

当該事業主体が県内一
円において高能力雌牛
の導入・貸付を進め、
目標を達成したことに
より、生産・改良基盤
の回復に効果が得られ
たと考えられる。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

21
家畜改良
体制再構
築支援

全国農
業協同
組合連
合会福
島県本
部

平成23年2月時

飼養頭数
経産牛 9,350頭
（震災後平成24
年2月時飼養頭

数：経産牛

8,200頭）

肉用繁殖牛
飼養頭数
8,350頭

和牛繁殖雌牛
54頭の導入・貸
付実績

和牛繁殖雌牛
平成26年度目
標　飼養頭
数：8,500頭

地域の基礎雌牛
となりうる高能
力の肉専用種繁
殖雌牛65頭を導

入し、JAを通し
て組合員に貸付
する。

30,228,534 3,085,668 0 0 27,142,866 98%

高齢化等による廃業農家
が増える中で、本事業を
活用し、県内外からの導
入・貸付を進めた結果、
目標値に対して実績を概
ね達成できたことから、
生産の基盤回復及び地域
の改良基盤回復に一定の
効果が得られた。

当該事業主体が県内一
円において高能力雌牛
の導入・貸付を進め、
概ね目標を達成したこ
とにより、生産・改良
基盤の回復に効果が得
られたと考えられる

22
家畜改良
体制再構
築支援

みちの
く安達
農業協
同組合
（二本
松市）

（平成22年度）

繁殖牛　2,736
頭

（平成24年度）

繁殖牛　2,480
頭
に減少

肉用繁殖牛
飼養頭数2,176
頭

肉専用繁殖雌牛
20頭を導入し
て、組合員に貸
し付けた。

繁殖牛飼養頭
数
2,495頭

肉専用種雌牛20
頭を導入して、
組合員に貸し付
ける。

11,721,150 1,142,840 0 0 10,578,310 87%

　本事業により繁殖雌牛
20頭の貸付を行い飼養頭
数の回復を図ったが、震
災・原発事故に伴う廃業
に加え、高齢化・後継者
不足による農家数の減少
が加速し、目標を達成す
ることができなかった。
　一方で、子牛相場が好
調な事もあり、規模拡大
を志向する生産者もいる
ことから、こうした農家
を中心に、本事業や各種
導入事業を実施するとと
もに、低コスト牛舎建設
や空牛舎の活用等を進め
て、繁殖雌牛の増頭を図
る。

原発事故や高齢化等の理
由により廃業する畜産農
家の影響をうけて、全体
の飼養頭数は減少してい
るが、本事業の実施によ
り減少率は小さくなって
いる。
引き続き、本事業の活用
を推進するとともに、繁
殖雌牛の増頭を奨励する
県単事業の継続や、肥育
農家を一貫経営へ誘導す
るなど、肉用牛生産基盤
の回復を支援する。

23
家畜改良
体制再構
築支援

あぶく
ま石川
農業協
同組合
（石川
町、玉
川村、
平田
村、浅
川町、
古殿
町）

（平成22年度）
飼養頭数
3,528頭

（平成24年度）
飼養頭数
2,933頭
に減少

肉用繁殖牛
飼養頭数
2,783頭

肉専用種優良基
礎雌牛
8頭導入

繁殖牛飼養頭
数
2,965頭

地域の繁殖改良
基盤回復のため
肉専用種繁殖雌
牛8頭を導入する

4,865,222 457,136 0 0 4,408,086 94%

震災に伴う原発事故の影
響により、野草等の自給
飼料が制限され少頭飼養
農家が著しく減少したた
め、目標を達成すること
ができなかった。
現在、子牛の市場価格が
回復傾向にあること、除
染等による自給飼料の確
保に努めてきたことか
ら、増頭意欲のある畜産
農家に対し優良基礎雌牛
の貸付を行い、飼養頭数
の回復に努めていく。

原発事故や高齢化等の理
由により廃業する畜産農
家の影響をうけて、全体
の飼養頭数は減少してい
るが、本事業の実施によ
り減少率は小さくなって
いる。
引き続き、本事業の活用
を推進するとともに、繁
殖雌牛の増頭を奨励する
県単事業の継続や、肥育
農家を一貫経営へ誘導す
るなど、肉用牛生産基盤
の回復を支援する。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

24
家畜改良
体制再構
築支援

石川町

（平成22年度）

飼養頭数　771
頭

（平成24年度）

飼養頭数　713
頭
に減少

肉用繁殖牛
飼養頭数
589頭

肉専用種優良基
礎雌牛
8頭導入

繁殖牛飼養頭
数
725頭

肉専用種優良基
礎牛を10頭導入
し、町内の生産
者に貸し付け
る。

4,982,896 480,000 0 0 4,502,896 81%

一部の農家は規模拡大を
進めているものの、震
災・原発事故に伴う廃業
だけでなく、高齢化・後
継者不足による農家数の
減少も見られ、管内全体
としては目標を達成する
ことができなかった。
しかし、子牛の市場価格
が好調であり、除染等に
よる自給飼料の確保に努
めてきたことから、増頭
意欲のある畜産農家に対
し優良雌牛の貸付を行う
とともに、低コスト牛舎
や空牛舎活用などを推進
し飼養頭数の回復に努め
ていく。

原発事故や高齢化等の理
由により廃業する畜産農
家の影響をうけて、全体
の飼養頭数は減少してい
るが、本事業の実施によ
り減少率は小さくなって
いる。
引き続き、本事業の活用
を推進するとともに、繁
殖雌牛の増頭を奨励する
県単事業の継続や、肥育
農家を一貫経営へ誘導す
るなど、肉用牛生産基盤
の回復を支援する。

25
家畜改良
体制再構
築支援

浅川町

（平成22年度）

飼養頭数　366
頭

（平成24年度）

飼養頭数　332
頭
に減少

肉用繁殖牛
飼養頭数
320頭

肉専用種優良基
礎雌牛
3頭導入

繁殖牛飼養頭
数
340頭

肉専用種優良基
礎雌牛を3頭導入
し、町内農業者
へ貸付をする。

1,960,803 180,000 0 0 1,780,803 94%

目標頭数には達しな
かったが、減少率は昨
年より少ない数値で抑
えることができた。
引き続き、本事業及び
県事業などを活用し繁
殖雌牛の増頭を目指し
ていく。

原発事故や高齢化等の理
由により廃業する畜産農
家の影響をうけて、全体
の飼養頭数は減少してい
るが、本事業の実施によ
り減少率は小さくなって
いる。
引き続き、本事業の活用
を推進するとともに、繁
殖雌牛の増頭を奨励する
県単事業の継続や、肥育
農家を一貫経営へ誘導す
るなど、肉用牛生産基盤
の回復を支援する。



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費 市町村費 その他実績値 事業実績

目標（平成26年度）

取組名
事業実
施主体
名

被災前
２２年度

事業実施後（目標年度） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

負担区分（円）
事業主体等による評

価結果
都道府県による点検
評価結果（所見）目標値

具体的な事業内
容（計画）

事業費（円）

26
家畜改良
体制再構
築支援

古殿町

（平成22年度）

飼養頭数　472
頭

（平成24年度）

飼養頭数　440
頭
に減少

肉用繁殖牛
飼養頭数
429頭

肉専用種優良基
礎雌牛
6頭導入

繁殖牛飼養頭
数
450頭

改良基盤の回復
を図るため肉専
用種優良基礎雌
牛6頭の導入を行
う。

3,605,700 360,000 0 0 3,245,700 95%

目標頭数には達しなかっ
たが、平成25年度中飼養

頭数減少率97.50％、事

業実施以前2ヶ年の減少

率は93.22％であり、事
業実施により下げ幅は縮
小された。
引き続き、本事業及び県
事業などを活用し繁殖雌
牛の増頭を目指してい
く。

原発事故や高齢化等の理
由により廃業する畜産農
家の影響をうけて、全体
の飼養頭数は減少してい
るが、本事業の実施によ
り減少率は小さくなって
いる。
引き続き、本事業の活用
を推進するとともに、繁
殖雌牛の増頭を奨励する
県単事業の継続や、肥育
農家を一貫経営へ誘導す
るなど、肉用牛生産基盤
の回復を支援する。

－ － － － 1,314,423,692 1,031,249,439 73,481,000 500 209,692,753 － － －

（注）１　別紙様式１号の別添１に準じて作成すること。
　　　２　「都道府県による点検評価結果（所見）」には、都道府県としての事業実施主体ごとの目標達成状況に関する評価を記載するとともに、
　　　　目標未達成の場合には改善措置の指導の必要の有無を含めた今後の改善指導方策を記載する。
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